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はしがき

　本書は、遺産分割調停・審判の実務について解説した書籍です。
　私は、東京家裁家事第 5部（遺産分割専門部）において、担当する事件の
ほぼ 100％が遺産分割調停・審判とこれらに関連する事件という生活を約 3
年 4か月続けてきました。そのほかにも、私は、各地の家庭裁判所支部で他
の事件と並行して遺産分割調停・審判を担当してきました。本書は、こうし
た経験に基づいて、まず第 1章で遺産分割手続の全体像を説明するなど、初
めて遺産分割調停・審判に取り組む実務家の方にもわかりやすい記述を心が
けました。そして、本書は、遺産分割調停・審判で、筆者の経験上問題とな
り得る事項について、裁判例や実務運用例を紹介しつつ説明しています（な
お、遺産分割事件は、裁判所の事件の中でも解決が困難な部類に属するといわ
れていますが、本書で紹介した実務運用は、こうした困難を乗り越えてきた先
輩法曹の実践の成果であり、諸先輩のご苦労に改めて敬意を表します。）。
　また、本書で説明している家事事件手続法は、令和 5年に改正され、かつ、
改正部分の一部が令和 8年 5月21日に既に施行されていますが、本書の説明
には、この既に施行された改正部分も織り込んでいます。他方で、上記改正
のうち、施行されていない部分は、主として家事事件手続のデジタル化につ
いて定めた部分であり、令和 10 年 6 月までに施行が予定されていますが、本
書では、その部分について、各ページの脚注の中に【法改正】というマーク
を付け、下線を付して説明しています。したがって、本書を読む方には、遺
産分割調停・審判の手続について、本書出版の時点で施行されている手続の
みならず、令和10年 6 月までに施行される改正家事事件手続法によりどの部
分が改正されるのかも把握していただけると期待しています。
　本書は、公務の合間を縫って執筆したものであり、至らぬ点もあろうかと
は思いますが、それでも、本書が遺産分割事件の適正かつ迅速な解決に何が
しかの貢献をすることができたならば、これにまさる喜びはありません。
　本書の出版に当たっては、多くの方々にご尽力をいただきました。筆者と
ほぼ同時期に東京家裁家事第 5部に在籍していた神野律子判事（現：横浜地
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裁部総括判事）及び北村ゆり判事（現：さいたま家地裁越谷支部判事）には、本
書の原稿を読んでいただき、多くの有益な助言をしていただきました。心か
らお礼申し上げます（ただし、本書の内容に不備があるとすれば、それは専ら
私が責任を負うべきものです。）。また、筆者が勤務した各地の調停委員の先生
方、先輩・同僚裁判官及び裁判所職員の方々には、評議や議論で共に悩んだ
ことなどを通じて、種々の問題点について考察するきっかけを与えていただ
いたことと、紛争を円満に解決するよろこびを共有させていただいたことに
感謝いたします。そして、株式会社商事法務の池田知弘氏には、編集作業全
般にわたってご尽力をいただきましたことに感謝申し上げます。

　なお、本書の内容中意見にわたる部分は、あくまでも私個人の見解である
ことを、あらかじめお断りいたします。

 令和 8年 6月
関　　述　之
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